予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：情報化推進費
	事業名　新オープンデータ提供システム整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　総合企画部情報企画課システム係　電話番号：058-272-1111（内2277 ）

　　　　　　　E-mail： c11120@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  8,543千円（前年度予算額：      ‐千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	
	
	
	
	
	
	
	

	要求額
	 8,543
	
	
	
	
	
	
	
	8,543

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・行政機関が保有する公共データはホームページ等で提供されているが、主として閲覧を前提としているため、提供されたデータを二次利用することが困難。
・公共データを容易に二次利用できる形式（オープンデータ）で提供することにより、公共データを活用した事業の創出、公共サービスの迅速かつ効率的な提供を官民協働で実現することのほか、行政の透明性・信頼性の向上に寄与することが期待できる。

・大量で多様な公共データの活用を促進するためには、コンピュータによる機械的な処理に適したデータ形式で提供するとともに、一覧等で容易に検索できる仕組みが必要となる。

・国のＩＴ総合戦略本部では、平成25年度中に地方公共団体のデータ公開に関する考え方を整理・提示することとされていることから、平成26年度中にオープンデータを提供するためのシステムを整備する。
（２）事業内容

ア ポータルサイトの整備

・オープンデータを公開するために必要となるサーバ環境の調達
・県保有の既存データを二次利用可能なデータ形式に変換する作業

・オープンデータを一覧形式で表示し、横断検索可能なWebサイトの構築
・オープンデータの信頼性を確保するための十分なセキュリティ対策
イ ポータルサイトの保守・運用管理
・オープンデータを公開するために必要となるアプリケーション保守管理
・オープンデータを順次拡充することに伴う作業（データ形式の変換作業など）
 　ウ オープンデータ推進事業費

　　 ・オープンデータに取り組んでいる先進県（東京都、福井県、静岡県、佐賀県）を視察することで、本県がオープンデータの提供を行うにあたり、参考となる情報を収集する。
（３）県負担・補助率の考え方　10/10（公共データを提供するシステムのため）
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
（単位：千円）

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	247
	先進県（東京都、福井県、静岡県、佐賀県）視察に伴う旅費

	需用費
	消耗品費
	   50
	プロジェクトチーム資料作成等

	委託料
	システム開発
	5,300
	要件分析、基本設計、詳細設計、開発に係る経費データ形式変換作業、ポータルサイトの構築

	
	保守運用
	1,746
	サーバ利用料及びアプリケーション保守管理

	使用料
	サーバ利用料
	1,200
	外部サーバ利用料

	合計
	8,543
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

・ＩＴ総合戦略本部 
平成24年７月４日　　電子行政オープンデータ戦略を策定

「公共データの活用促進に集中的に取り組むための戦略」

平成25年６月14日 　オープンデータ推進のためのロードマップを策定

「平成25年度中に地方公共団体のデータ公開に関する考え方整理・提示」

「データの横断的検索や自動的適用等の機能を備えた『データカタログ』（ポータルサイト）を整備（平成25年度試行開始、平成26年度本運用開始）」

・各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議

平成25年６月25日　二次利用促進のための府省データ公開に関する基本的考え方（ガイドライン）を策定

「二次利用を促進するルール」、「機械判読に適したデータ形式」
・静岡県：平成25年８月「ふじのくにオープンデータカタログ」
防災情報を中心とした情報（河川情報など）をCSV形式で公開
（２）後年度の財政負担
【総事業費】10,174千円                     （単位：千円）
	区分
	H26
	H27
	合計

	旅費
	  247
	
	   247

	消耗品費
	   50
	
	    50

	開発費
	5,300
	
	5,300

	保守運用費
	1,746
	731
	2,477

	使用料(H26.8～H27.9）
	1,200
	900
	2,100

	合計
	8,543
	1,631
	10,174


　　※平成27年10月以降は県ホームページの機器更新と合わせて検討する。

【債務負担行為限度額】　1,631千円（H27年度）
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成26年10月までにオープンデータを提供するためのポータルサイトを構築し、平成27年9月までに順次拡充していくことができるようにアプリケーションの保守管理をする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	県が保有するデータをホームページで提供するシステムの導入が目的のため



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	オープンデータを提供するポータルサイトを構築することにより、オープンデータを活用した事業の創出、公共サービスの迅速かつ効率的な提供を官民協働で実現することのほか、行政の透明性・信頼性の向上に寄与することが期待できる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　国が平成25年度中に地方公共団体のデータ公開に関する考え方を整理・提示することとされていることから、国の動向や先進県の取り組みに関する情報を十分に収集していく必要がある。


（次年度の方向性）
	　オープンデータに取り組んでいる先進県の情報を収集するとともに、オープンデータを提供するために必要なサーバ環境の調達を行い、平成26年10月までにポータルサイトの構築を行う。


